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はじめに
「放課後子どもプラン」は平成19年度文部科学省と厚生労働省が連携して創設されたも
ので、全ての小学校区で放課後の子どもの安全で健全な活動場所を確保するのがねらいで
ある。「放課後子どもプラン」は、文部科学省による「放課後子ども教室推進事業（放課
後子ども教室）」と、厚生労働省による「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」
（註１）が、一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対策である。
これらの新規事業の導入は、現代家族の急激な変貌、例えば核家族の進行や共働き家庭
の増加などにより、子どもを取り巻く養育・教育環境の変化に加えて、親の子育ての負
担・不安感を軽減するためにも、放課後対策として有効であると期待されている。
本論では、まず始めに、家庭・地域の教育力低下による児童・青少年の諸問題を摘出・
分析する。子どもの問題行動の背景には身近な親や教師の関わりが深く影を落としており、
それらをどのように変えることで、問題解決の糸口を見出せるのかについて考察した。次
に児童の健全育成に資する「放課後子ども教室」事業のあり方を検討し、学校の教師や地
域のおとなの関わりの意義や有効な実践例を学ぶ。地域の人材発掘・確保・利活用につい
ては、ソーシャル・キャピタル（地域の担い手）（註２）の概念を導入して論述し、本事
業の展開が子どもの健全育成や親の子育て・教育支援にとって極めて重要であることを明
らかにする。さらに参加・参画する地域のおとなたちや教師らとの触れ合いから、子ども
たちは何を学び、相互に如何に育ち合うのかを明らかにしたい。最後に、親・教師・おと
なたちが一丸となって、学校や地域の社会教育・福祉施設などを利活用して、子どもと触
れ合い、学び合う実践例から、子どもの健全育成のための地域社会システムづくりやその
望ましい在り方について考察する。
Ⅰ家庭・学校・地域における児童・青少年の問題行動
（１）子どもの問題行動は親やおとなが注いだ負の遺産から起因する
子どもの問題行動は親やおとなが注いだ負の遺産から起因するという端的な例を挙げて
21
22
見るならば、家庭の教育力低下故に，小学校入学間もない子どもたちが、落ち着いて授業
を受けられず、教師の指示に従えない小1プロブラムがある。学年が進むにつれて学級崩
壊、友達や教師への粗暴な振る舞い、執拗ないじめ、器物損壊など、枚挙にいとまがない
ほどである。親からの愛情深い、丁寧な家庭教育・しつけが成されていない結果である。
他者への思いやりの心・態度の育成や、自立・自律心や規律・規範・道徳心・倫理観を育
むしつけが行われていない。親が、子どもへの関心を持たず、自分中心の生活態度を優先
するあまり、家庭生活や家庭教育が崩壊していると言わざるを得ない実態が多く散見され
ている。
また情報化の煽りが子どもたちを直撃しているにもかかわらず、子どもたちに対して、
家庭では親が、学校では教師が、社会ではおとなたちが携帯電話やパソコンなどのサイバ
ー犯罪から身を守る教育を怠ってきた。子どもたちは、現代的病魔としてのネット社会の
闇に放擲され、おとなと同等の利用を許されてきた故に、多くのネット犯罪の被害者にな
るケースがある。最近は子どもがおとな社会の悪しき現象を学習し加害者になり、友達い
じめや反社会的犯罪に加担しはじめている。子どもの健全育成のためには、親を巻き込み、
社会全体でネット利用の規制枠を設け、そのネットの危険性を家庭・学校で子どもたちに
丁寧に真剣に教えていかねばならない（加藤、2007a）。
以上述べたように、家庭・学校・地域における児童・青少年の問題行動は、おとなが創
造した文化・文明及び家庭教育や社会教育における負の遺産に由来することが明らかであ
る。その責任の所在は直接関わりの深い親や身近なおとなや、時には教師だったりする。
子どもが背負わされた負の遺産は、あっという間に同世代の友達仲間に伝播し、成長した
子が親になり次世代へと連鎖する。従って病んだおとな社会が生んだ負の遺産の根絶は緊
急課題である。
現代社会における家庭・学校・地域の子どもを巡る諸問題のうち、負の遺産の事例とし
て、早急に解決すべき最重要課題は「子どもたちが被る虐待といじめの構造」と「情報通
信技術（ＩＣＴ）の悪意の闇の構造」である。本稿Ⅰ（２）（３）ではこれらの二つの最重
要課題を明らかにし、Ⅱ及びⅢではそれらの解明・解決策として、家庭の親が、学校の教
師が、地域のおとながどのように変わればよいのか、できることは何かについて考察する。
（２）子どもたちは、家庭・学校で虐待・いじめにさらされている
①親からの「過剰な甘やかし」と「過大な期待」という虐待
子どもが親から受ける虐待には、次の四つが指摘されてきた（斉藤、1992）。しつけと
称して今なお連綿として続く暴力による身体的虐待、冷酷な言葉や態度で示される心理的
虐待、育児や養育を放棄・拒否するネグレクト、そして最も残酷な性的虐待などである。
子どもが生き抜くための安全基地であるべきはずの親から、無残な虐待にさらされた子ど
もたちは、子どもの最善の利益すら保障されず、生きる喜びや自己効力感が持てずに、自
暴自棄になり、その結果反社会的行動に暴走するのは周知の事実である。
筆者はそれらに加えて新たに第五、第六番目の虐待の存在を指摘したい。バブル経済以
降消費は美徳となり、身の丈を超えた人生パラダイムから派生した、「過剰な甘やかし」
と「過大な期待」である。親による、子どもの生活習慣形成を面倒くさがる生活態度、贅
沢三昧の暮らしぶりや、親の夢実現としての人生行路を子どもに課するなどである。この
「過剰な甘やかし」と「過大な期待」は、当然ながら根底でつながる。子どもの日常生活
では、学力・スポーツ・稽古事のレベルアップという「過大な期待」が優先され、生活習
慣形成・手伝い・遊び・自然体験などから遠ざけられる。本来家庭で身に付けるべき、自
立・自律心、自制心、他者を思いやる心などを養われずに成長することになる。この第五、
第六番目の養育環境は案外多くの家庭生活に蔓延している。親の甘やかしと期待が常軌を
逸し、そこに暴力などの虐待が介在すると、子どもの反撃の刃は家庭内暴力や、学校・地
域社会での粗暴行動に見られる。
②友達仲間からの巧妙で執拗ないじめが要因で不登校になる
2008年度の文部科学省の学校基本調査速報では、2007年度中に不登校だった小中学生は
129,254人で前年度に比べ1.9％増で、中学生では全体に占める不登校比率が2.9％と過去最
高であった。不登校増加の背景については、文部科学省や都道府県教育委員会では、「人
間関係をうまく構築できない子どもが増えている」「登校刺激が自殺につながるケースを
危惧する保護者が登校を無理強いしない」と分析する（日経2008.8.8）。
筆者や近辺の相談員に寄せられる相談内容には次のものがある。小中学生の男子ではジ
ャンケンなどの勝負に負けたら罰として、肩を叩かれ突き飛ばされたり、ドアに手を挟ま
れるなど、痛い目に遭わされるゲームがある。ルールに応じられなければ、遊び仲間に入
れてもらえないので始めの内は従うが、友達の乱暴さに抵抗できない子どもは登校を渋る
ようになる。また日頃駆け足が遅いとか、スポーツが苦手でメンバーに入るとチームが負
けるからと責められて、「学校来んなよ、休めよ」と大声で騒がれる。その他、「お前むか
つくんだよ」と言われ、集団で囲まれ足を蹴られる（チン蹴りも含む）、体育着のズボン
を引き下げられる、掃除用具の収納ローカーに閉め込まれ外から椅子でがんがん叩かれる、
黒板消しで頭・顔を拭かれるなどがある。小学校高学年から中学校の女子では、しかと
（無視）される、臭いと鼻をつまんで前を通られる、デマを綴った手紙のばら撒きや机に
死ねとチョークで書かれる、教科書や体育着や上履きを隠される、などがある。
これらの事例で多いのが、それまで仲良く付き合っていた仲間の一人が突然いじめの首
謀者になり、周囲の仲間集団や時にはクラスの大半の級友を取り込み、被害者を孤立させ
て痛めつける。教師にいじめが露見し注意を受けると、加害者の言い分は、「みんなやっ
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てるよ」「遊びだから」「犯罪じゃない」と反論するのが特徴である。身体的外傷は軽度で
あるが、加害者集団の巧妙で執拗ないじめの手口や、仲間やクラス内の友達が傍観者にな
って自分を見捨てている現実に、被害者の孤立と屈辱に遭わされた精神的ダメージは深い。
子どもの不登校理由を知った親が学校に訴え、慌てた教師はクラス内で調査し、全員に
反省文を書かせ加害者を割り出すと、加害者は一様に過去において大なり小なり被害者で
あった事実が判明する。一時沈静化しても次々ターゲットが変わり生起するので、「油断
できません、まるで共食い状況で、この平穏さが何ヶ月持つか。」と教師は嘆く。親が学
校に再発防止の厳しい指導を要請すると、「これ以上の指導はできません、同じ目に遭っ
ても、笑って済ます子どももいるのですから。」との返答に、子どもの不登校を放置され
た親は途方に暮れ、学校に対する不信感・無力感は増すばかりである。
（３）子どもたちは情報通信技術（ＩＣＴ）の悪意の闇に飲み込まれている
情報通信技術（ＩＣＴ）の光と闇の狭間で子どもたちは、お手軽で便利なおとな気分の
喜びを満喫する反面、犯罪や新たなるいじめの被害に遭っている。子ども間のトラブルと
しては、インターネット上の自己紹介ページ「プロフ」などの匿名性の高いネット上で、
中高生が個人情報や画像を無防備に公開し、第三者による誹謗中傷を受けて殺人事件に発
展したケースもある。筆者の大学内調査の記述には、「高校時代に第三者が本人になりす
まし援助交際のプロフを作成し、学校裏サイトに掲載されたことで不登校から退学した女
子生徒がいた」「自分たちは短大までなんとか来れたが、ITの悪意による闇に飲み込まれ
た友人らは精神的に傷つき、不登校や退学に追い込まれ、彼らが今どうしているか分から
ない」とあり、被害の甚大さは予想を超える。
東京・秋葉原で起きた男女７人を殺害した惨たらしい事件は、マスメディアで再三報道
されたので、筆者らの脳裏には最悪のネット関連殺人として焼きついている。容疑者は職
場のトラブルから事件発生のおよそ半月の間に、携帯サイトの掲示板に自身の感情や境遇
など3,000件以上書き込み、「ネットが唯一の居場所で誰かに構ってほしかった。大きな事
件を起こせばネットで無視したやつらを見返せると思った。」と供述している。
秋葉原事件を受けて、警察当局はインターネット上の犯行予告などの書き込みの取り締
まりを強化することになった。また文部科学省は出会い系サイトや学校裏サイトなど、イ
ンターネットの危険から子どもを守るための監視役に３年間で7,500人のボランティアを
育成することになった（日経新聞2008. 10.3）。学校裏サイトの醜悪さには地域間格差はあ
るようだが、既に2008年の４月から群馬県教育委員会では、公立中学校十校に携帯電話を
一台ずつ貸与し、教員グループによるネットパトロールが開始された（日経2008.10.6）。
おとな社会全体が情報通信技術（ＩＣＴ）の悪意の闇を認識し、子どもたちに家庭や学校
でネットの危険性を学習させることが緊急の課題である（加藤、2008b）。
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Ⅱ子どもの健全育成に直接的関わりをする親・教師にできることは何か
（１）現代の子どもたちの性格や行動様式の的確な認識の必要性
魚住絹代は、『いまどき中学生白書』（2006）の中で、東京、大阪、長崎の3都府県で行
った調査結果から、長時間テレビゲーム、インターネットや携帯メールをする中学生ほど、
傷つきやすく、キレやすい傾向があると指摘した。中学生とその保護者約4,700人を対象
にアンケート方式で実施（約3,500人からの回答）した結果、一日に3時間以上テレビゲー
ムやネット環境に身をおき、メールを50通以上やりとりする生徒は1割程度いて、彼らは
時間を決めているのに守れない、できないとイライラする、学校がおろそかになるなど、
依存症と呼べる状態に陥っていた。「イライラしやすく、暴言や暴力が出るか」の問いに
対し、その保護者の約17％が「よく出る」と答え、あまりやらない生徒の保護者の3倍強
に上がった。こうした生徒の保護者では「過保護に育てた」「かまってやれない時期があ
った」との回答が目立ち、親子関係の問題との関連がみられたという。幼い頃から子ども
たちはテレビゲームや携帯電話の「光」という恩恵に浴してきたが、危ういネットの「闇」
に孤独に放置されて、情報機器がはらむ危険性を回避する教育を受けてこなかった。教育
変革は家庭や学校だけでなく、社会全体で取り組むことによって効果が期待できるのであ
る（加藤、2007a）。
速水敏彦は『他人を見下す若者たち』（2006）の中で、現代の若者たちの心性として
「キレやすく」、自由な社会を「横行闊歩しているかに」みえるが、その自由さは利己主義
を強めた「ジコチュウ」で、自分の立場ばかり気にかけ、他人の立場を見るどころか、
「他者軽視・軽蔑をいとも簡単にする」と表現している。速水によると若者らは「負け組
の他者軽視」から、乗り越える術として「仮想的有能感」を抱くことになる、という。速
水は「仮想的有能感」について、「個人主義文化を担った人たち、さらには、ITメディア
の影響を受けた人たちがいつのまにか身に付けた」もので、「他者軽視をする行動や認知
に伴って、瞬時に本人が感じる“自分は他人に比べてエライ、有能だ”という習慣的な感
覚である」と指摘している。仮想的有能感に浸り、他者との面倒くさい関係づくりから遠
ざかる若者の姿はいまや社会現象ともなっている。
現代の青少年の多くは身の丈に合った目標や夢を抱き、努力を惜しまず自己実現してい
るが、一方で意識・行動様式は速水が指摘しているように、自尊感情が持てず、自己のア
イデンティティ確立ができず、人間関係づくりが不得手でコミュニケーション力に欠け、
将来的展望に立った自己実現の糸口を見出せないでいる若者たちの存在も無視しえない。
彼らは、就学・就労に際してリスクに立ち向かえず、好機を逃し、不本意ながらフリータ
ーやニート生活を余儀なくされている。彼らは筆者の下に相談に来て、「一つのことに長
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続きしない」「何事にも自信がない。」「勉強ができないから学校に行きたくない。」「自分
に向いた職業がないから就けない。」と“ないない”尽くしを憂えている。子どもたちの
自己像の形成や人生行路のデザインは、第一義的には家庭生活での親の生き様や、社会で
見聞されるおとなたちの行動様式を模倣することによると思われる。親は子どもの衣食住
に関して、慈愛に満ちた丁寧な関わりをし、子どもの規則正しい生活習慣を形成し、規範
意識を持ち自立した社会人としての人格形成をすることが家庭教育の基本であることを認
識せねばならない。と同時に社会を形成するおとなたちが、次世代育成や教育環境の担い
手である自覚を認識することが肝要である。
（２）教師は親と共同して子どもの魂と触れ合い、学び合う
①教師は子どもや親の魂と触れ合い、抱きしめる
教師が子どもや親の魂に触れ合い、抱きしめるとはどういうことか。特別な問題を抱え
たモンスター・ペアレントでない限りは、親の苦情は担任や校長が事実関連を早期に把握
し、防衛心から逃げ腰に陥らず、相手の気持ちに寄り添い、じっくり話を聞くことで解決
の糸口はつかめる。
筆者は学校で体育着のズボンを引き下げられるなどの苛酷ないじめに遭ったのが原因で、
不登校になった生徒の親に同伴して学校に出向くことがある。職員室や校長室で「今ここ
で、先生方ズボンを下げられるなど、子どもと同じ目に遭ったら？」と慎み深い物言いで
仲介すると、筆者という第三者の介入もあるせいか、教師の子どもたちへの対応が激変す
る。筆者はあらゆる機会を通じて学校側に「人権侵害を受けた子どもと親の苦しみを教師
が理解する最も手っ取り早い方法は、被害者の立場にわが身を置き換えることである」と
伝達する。抵抗する術のない子ども程、羞恥心・屈辱感・無力感は大きい。子どもの魂は
おとな以上に純粋で、それ故に繊細で壊れ易い。子どもの魂が壊れ萎えて行く様に付き合
う親の怒り心頭はそこからくるのである。
教師に期待したいことは、誰が誰にいつどこで何をしたかや、被害の程度の事実認識に
終始するだけでなく、被害に遭った子どもの “苦痛や孤独という魂の叫び”という真実
に寄り添って欲しい。教師の、愛情と職務の両面からの創造力を発揮して、わが身・わが
子に降り掛かった事態として、問題解決に必死になる姿こそが、被害を受けた子どもと親
の心を癒し、同時に過去において被害者であった加害者・傍観者の心を諭すと思われる
（加藤、2008b）。
②親と教師は共同して子どもとネット社会の闇の危険性を学び合う
日本PTA全国協議会（『子どもとメディアに関する意識調査』2008）が子どもの携帯電
話の使用内容についてルールがあるかを中二の親に調査したところ「ある」と答えた割合
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は59％、子どもに同様の質問をしたところ26％で、親子間で認識のずれがあった。NTT
レゾナントと三菱総研の共同調査（日経2008.10.4）では、子どものインターネット利用に
ついて7割超の家庭が、接続時間や親がいる時だけという条件などのルールを設けている
が、有害サイトの閲覧制限（フィルタリング）の利用は2割にとどまる。子どもが携帯・
パソコンなど最新のICTの知識が豊富であるが、親が扱いに不慣れで、親子間のICT知識
の格差が拡大傾向にあるからである。
教師は、教室で子どもたちに、ネット社会の闇であるアダルトサイト、出会い系サイト、
家出サイト、学校裏サイトなどのネット利用の邪悪性と危険性について、具体例を挙げて
学習させ、その根絶のために情報処理の指導を急がねばならない。かつて覚醒剤やエイ
ズ・子宮頸がん・人工妊娠中絶の危険性を学校で指導するのは、寝ている子を起こすから
と躊躇されたが、今や警察官や医師が出張授業・教材作りで効果を上げている。ICTは諸
刃の剣である故に、10歳までは使用禁止すべきという説もある。警察、ICT関連企業の専
門家や脳科学者の協力の下、犯罪性、メディア・リテラシーや情報処理や人間の脳に与え
る悪影響などについて、学校現場で子どもと教師は徹底的に習熟するべきである。
（３）教師の人間的成長を支える仲間集団の構築
①親の理不尽なクレームに疲弊する教師
親のモラル欠如の反映として、保育料、小中学校の給食費や県立高校の授業料など、子
どもに関わる負担金の滞納が深刻であるとの実態が報道されている。支払い能力がありな
がら納入しないケースもあり、自治体の厳格な執行措置が待たれるところである。
ところで保護者が学校に対して、本来の苦情や注文の領域を著しく超えて、粗探しのよ
うな苦情を寄せたり、理不尽で法外な注文を突きつけたり、執拗な抗議を繰り返したりす
る親を“クレーマー”と呼び、常習的かつ常軌を逸すると“モンスター・クレーマー”
“モンスター・ペアレント”等とマスコミで報道されている。
学校や教育委員会だけでは対応しきれないと判断した文部科学省では、2008年度から、
悪質なクレームの対応を外部の専門家に任せる「外部委託」を一部の教育委員会で試験的
に導入する方針を固めた（読売新聞、2007.7.21）。教師の業務に支障が生じ、ストレスで
体調を崩す教師も多いようだ。既にカウンセラーや弁護士に相談したり、サービス部門の
苦情受付担当者が教頭・副校長として配属されたり、教師は保険に入る等の対応を採り出
している。モノが氾濫し消費者側の選択肢が増大して商品に不満を言うように、学校現場
に向けて、親のストレス解消とばかり、教育内容・方法や教師の人格にまで言い及ぶとい
う実態がある。
②怠りがちな教師の自己点検と教師間の支援態勢の必要性
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教師集団からの反論覚悟で疑問点をあげてみたい。教師は、マスメディア等の「親のク
レーム」喧伝に過剰反応して、親から出された問題提起を“法外な苦情”“無理難題”と
決めつけ、親の話を十分聞く姿勢を持たないために問題を大きくしている場合もあるよう
だ。教師は、子どもや親との信頼関係づくりに、日々どのような努力をしているか自己評
価をしているだろうか。学級運営で子どもから360度の観点で評価された情報が、日々親
に報告されている現実を踏まえているか。教師としての品性、愛情深さ、謙虚な態度等の
自己点検を欠いてはいないか。クレームを言う親心に思いを馳せ、教師としての自己成長
の糧に生かしているだろうか。刑事・弁護士・臨床心理士を講師にモンスター・ペアレン
トの対処法に関する研修で身構えることにより、一層子どもや親との精神世界から遠ざか
っているのではないか。疑問や不満を抱えていても対面して発言しない“サイレント・ク
レーマー”の存在に気づいているだろうか。これらの疑問点に真摯に向き合い、子どもや
親の立場に立って、自らの行動を点検することが求められていると思われる。
筆者のところに相談に見えた保護者から、「子どもが不登校になり担任の先生に３回面
談したら、次は校長室に行くように告げられ、校長先生からは専門の相談機関であるとい
う“不登校や引きこもり相談は発達支援センターへ”と書かれた１枚のパンフレットを手
渡され涙が出ました。わが子を良く知る担任の先生にじっくり話を聞いてもらいたかった
のに。これは私の我侭でしょうか。」と問われ暗澹たる思いがした。一方友人教師からは、
「不登校の研修に出れば出るほど自信を喪失して、自分で抱え込むのは無理だ。早めに専
門機関にという気になりました。」と。熱血教師が成功するのはテレビの世界と割り切ら
ず、子どもの身に今何が起きているのか、わが身・わが子に置き換え、親と一緒に考え合
う素朴な思いやりに満ちた姿勢が待たれる。校長や先輩教師らは、クレーム騒動の陰に、
親の教師に届かぬ思いと担任教師の自信喪失の苦悩という双方のジレンマが潜んでいるこ
とに着目して、解決策を協議せねばならない。
また筆者が養護教諭の勉強会に参加すると、子ども達の問題を職員全員で話し合い、取
り組み、解決の道を切り開いた事例に出合うよりは、残念ながら、問題を教師間で共有化
できず、養護教諭が孤軍奮闘している状況を聞かされることの方が多い。校長と教師、養
護教諭と教師間の情報の共有化、ベテラン教師の若手教師への受容と指導、など問題解決
に向けた柔軟で徹底した生徒対応と学級運営が不可欠である（加藤、2008a）。
Ⅲ「放課後子ども教室」に資する学校・地域を巻き込んだ自然・農業体験
（１）「放課後子ども教室」と「放課後児童クラブ」の棲み分け
本論冒頭のところで概略説明したように、文部科学省と厚生労働省が連携して創設した
「放課後子どもプラン」は放課後の児童健全育成の施策であり、家庭・地域の教育力再
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生・補完を目的として、この事業の設置が緊急に求められた。
厚生労働省管轄の「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」は、児童福祉法第6
条2第2項に規定された事業で、既に展開には実績があり、「放課後児童クラブ」は新規と
いうよりは文部科学省とジョイントし拡充したものである。「放課後児童クラブ」の拡充
の必要性が認識されたのは、近年「放課後児童クラブ」への登録児童数が地域によっては、
定員をはるかにオーバーしており、活動する部屋面積や指導員の確保が困難であることな
どが要因である。決められた教室以外の余裕教室や校庭・体育館の利用なども懸案である
ことや、指導員に代わる支援員として、学生ボランティアを要請したり、親たちの当番制
に頼らざるを得ない状況であることも、「放課後子ども教室」とのジョイント参加の要因
と考えられる。
この「放課後子どもプラン」は、文部科学省が平成16年度から３年間「地域教育力再生
プラン」の中核的な事業として行ってきた、「地域子ども教室推進事業」の発展的な後続
事業といえる。「地域子ども教室推進事業」は、地域における子どもの居場所づくりに照
準化し、子どもと地域住民が触れ合い、楽しい遊び体験活動が展開された。成果としては、
子どもたちの感性・社会性・道徳性・知性などが育まれ、関わったおとなたちは地域で子
どもを見守ることの喜びや生き甲斐を味わい、おとな同士の仲間意識も盛り上がった。
「地域子ども教室」と新設の「放課後子ども教室」の差異点は、“地域に居場所”をか
ら“放課後の居場所を学校”に移行した点と、前者は事業経費が国と都道府県の折半であ
ったものが、後者は国・都道府県・市町村が各々三分の一負担に変わったことである。し
たがって市町村教育委員会は、「放課後子ども教室」実施に関して、子どもの安全・安心
な遊び場・学びの場を全ての学校内に確保することに異論はないものの、地方自治体財政
逼迫の最中、一般行政内部での合意を得ることは困難であり、年々緊縮財政の折柄、「放
課後子ども教室」のための新たな事業予算を計上できない自治体もある。
また「地域子ども教室」の担い手であった中高年のおとなたちにしてみると、これまで
公民館や集会所などの“馴染みの地域”で、お楽しみ行事などを展開して自在に子どもと
戯れていたのが、新事業の「放課後子ども教室」では、“敷居の高い学校”に入り校長・
教頭らと連携しつつ、余裕教室や校庭や体育館などで活動を展開するのには予備知識不足
で、意欲や自信が持てない。これまで教材作りや絵本の読み聞かせや図書の整理・整頓・
修復などに協力してきた学校ボランティアらと、放課後の時間を活用しながら、新たなプ
ラグラムの企画・立案・実施を目指して協力・融合しあえるのか、躊躇しているようだ。
さらに既に学校現場に根付いている「放課後児童クラブ」の指導員と活動調整しながら、
子どもたちの生活と遊びを保障するプログラムを立ち上げることができるのであろうかな
ど、多種多様な困惑する課題が山積であると思われる。「放課後子ども教室」と「放課後
児童クラブ」が、児童健全育成の事業として学校の中でどのように棲み分けをするかが今
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後の課題である。当面は両事業の推進としては、子どもと親のニーズに合致した、子ども
にとって楽しい学びと生活の場が学校内に構築され、親や地域のおとなや教師の関わりが
どのように展開されるかが期待されるところである。
（２）「放課後子ども教室」に資する地域資源の利活用とソーシャル・キャピタル
子どもとおとなが学校・地域で交流・学び合いの機会を持つことに関しては、社会教育
の観点から推進された学校を基盤とする「学社融合」があり、生涯学習の観点では前述し
た「地域ふれあい学習」があり、国の補助金を当てにすることなく共に今もなお成果をあ
げている。前掲の「地域子ども教室推進事業」は全国的にも都市部や農山村部などでも活
発な展開が見られ、栃木県でも農村部の地域性を生かした取り組みに傑出した事例を読み
取ることができ、そこには子どもからおとなまで含めた、新たな地域の人間関係が形成さ
れるという副産物が生まれている（ふれあい学習推進資料Ⅴ、2007）。これらの取り組み
は、農村地域の中高年世代を中心としたおとなたちが、子どもを核にすることで新たな触
れ合いを生み、地域再編成に成功している。農村コミュニティ存続・活性化に必須の新た
な「人材およびネットワーク資源・資本」を誕生させている。
本項では農村地域が持つ本来の地域資源に加えて、農村地域コミュニティ再生の基本と
なるソーシャル・キャピタル（SC）（註２）の概念の導入意義を考慮しながら、子どもの
健全育成の拠点として、「放課後子ども教室」の促進戦略を検討してみたい（加藤、2007b）。
2007年6月に農林水産省農村振興局から、「農村のソーシャル・キャピタル～豊かな人間
関係の維持・再生に向けて～」という研究報告書が出された。この中で、農村の活力の減
退は、農村のSC（担い手・社会的資源など）が衰退・変質したことによると指摘され、
農村、あるいは農村と都市が協働力を発揮しつつSCの再起・再生を図ることが提案され
ている。これまで農村が都市より、SCにおいて優れているが、SCに内在する否定的側面
にもなりうる、排他性、個人の自由を制限する、個人の特異性を損なうなど、面倒くささ
が付きまとうと、若い世代から敬遠されてきた。
林良博他（2005）は、農村地域が持つSCの特質である「地域貢献・近所付き合い・地
域活動・相互扶助」などを再度見直すことで、農業・農村振興を図るべきであると指摘す
る。林らによると、農村における“ふるさと資源”というと、「農村地域に存在する農地、
農業用水、農業景観、伝承文化など多様な資源」をさし、「長い歴史の中で形成・維持さ
れてきたもの」で、「多様性と土着性に富む」。この「農村地域の多様性と土着性が内包す
る豊かな資源は、農村の過疎化・高齢化・都市化で失われつつあり、生物環境の多様性の
危機感にも通じる」と説く。農村地域のSCの衰退の危機感と生態系の環境破壊の危機感
が今や同時進行しているのは、マスメディアでも近年再三取り上げられている。
同様に子どもの健全育成という観点からすると、本来家庭内で行われるべき生活体験・
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自然体験を逸した子どもたちに対する危機感も重大関心事である。子どもに限らず大人に
とっても、自然との共生感覚を養い、自然体験を生活の一部に取り込むことで、生活の豊
かさを実感する考え方は再認識され始めたといえよう。
2008年度農林水産省、文部科学省、総務省は、省庁連携型事業「子ども農山漁村交流プ
ロジェクト」をスタートさせた。初年度は31道県の50ヶ所を受け入れモデル地域に、全国
175校をモデル校に認定し、2012年度までに全国23,000校で展開する予定である。小学生
100人以上を数人に分け、農山漁村の民家に長期宿泊させ、自然体験交流をさせて、豊か
で厳しい自然と向き合い、地元の人たちと触れ合いながら、自立心や思いやりや社会性を
養うのがねらいである。受け入れる側は地域資源を生かしながら地域の活性化に役立てる
のが主旨で、まさにSCがキーパーソンとして技量を発揮し始めている。
2008年7月に県内塩谷町は、子どもの農村交流体験をする「いかんべ農村体験協議会」
を立ち上げ、横浜市内小学校との交流を開始し、6年生約90人を「星ふる学校くまの木」
に招き、23戸の農家が農業体験を受け入れた（下野新聞、2008）。今回の塩谷町の取り組
みは、従来の自然体験交流が立ち寄り型であったのを滞在型へと進化させるための実験で
ある。今後は前述の林（2005）らが指摘するように、「爺婆農業」ならではのスローライ
フが醸し出す「自然の豊かさと温もり」を資本に、子どもを皮切りに都市住民を招き入れ、
田畑・河川・山間などでの栽培・収穫・販売まで手がけてもらう喜びの共有化が期待され
る。
（３）「放課後子ども教室」を盛り上げる、地域の特産物と担い手とネットワーク
①農山村地域資源の利活用とSCやネットワークの貢献
子どもの体験活動に益する農山村地域資源で有形ストックの代表的なものは、農業生産
と結びついた大地や有機性資源や渓谷・河川などの自然環境や農村景観であり、都会の人
が頻繁に訪れる所以もここにある。自然渓谷での川魚釣りや鯰・鰻・鮎の稚魚を放流し、
育成して、河川敷で捕獲するなどは、子どもたちにとって極上の体験活動であるが、主催
者の労力が甚大で長続きするかどうか危惧される。これに対して、伝承・文化・芸能・風
習・昔話・郷土料理などの無形のストックの利活用が手軽で楽しめる。SCにより、農山
村ならではの有形・無形ストックが「放課後子ども教室」に蘇り、それこそが農村コミュ
ニティの底力を示すことになる。この有形ストックと無形ストックのお裾分けや橋渡し役
（ファシリテータ）が、地元の中高年人材でありネットワークに他ならない。
前掲の「ふれあい学習推進資料Ⅴ」の地域子ども教室の成果報告の中にすでに、「放課
後子ども教室」の趣旨に合致する先行事例は満載である。例えば、教頭・教員、PTAの
役員・保護者、公民館職員などと共に、むしろ中心的役割を果しているのは、内孫や地域
孫のために貢献した中高年の地域の農業経験者らである。学校・地域の施設・河川などを
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利活用して、時には自家栽培の収穫物を無償提供して、大盤振る舞いの活動メニュー（運
動会、収穫祭、川遊び、魚釣り・魚焼き、田舎料理大会など）を企画・実施しているので
ある。反省会で「地域孫たちに奮発なさって、お祭りの賑わいですね！」と筆者が声をか
けると、主催者らは、「子どもらの喜ぶ顔見られていいんだよ」「余り物出しただけでたい
したことした訳でねえのに、道ですれちがったら、地元の子どもらが挨拶してくれるよう
になったのが、一番の宝だな！」と喜びを表現された。「地域子ども教室」では、地域の
多様性と土着性が醸し出す地域資源とSCの絶妙なコンビネーションが展開されていると
いえよう。
農村地域で農業生産や自然環境の担い手である中高年のおとなたちの案内で、子どもた
ちが自然に飛び込み、遊び惚け、農業体験などから手始めに地域資源を知り、自然と共
生・共存する喜びを味わうことは極めて重要である。学校を新たに子どもとおとなの寄り
合うための拠点・基地とし、地域資源を探索しながら、栽培・収穫に汗をかき、大自然の
中に身を任せることである。子どもたちが彼らと交流することで、子どもにとって未知な
る体験活動の喜びに浸りながら、同時に親とは異なる人格・感性・知性・社会性・道徳性
にふれ、社会人としての行動規範や相互信頼の絆を結ぶ好機となる。したがって、おとな
が準備万端整えて、子どもたちに遊んでもらうような、「子どもはお客様」扱いの行事は
望ましくない。世代間ギャップがあって当然で、価値観の齟齬を事あるごとに擦り合わせ、
次第に遠慮の垣根を取り払い、企画・立案・実行に子どもも参画させていく仕掛けが求め
られる。これらをスムーズに運ぶには、ジュニアー・リーダーの参加も有効である。おと
なは子どもに対して、挨拶・立ち居振る舞い・片付けなどの教育・しつけを、柔らかく導
入できるか否かは、地域のおとなの腕のみせどころである。筆者はこれまで、公民館・児
童館・集会所などで実施してきた「地域子ども教室」や、学生のボランティア活動の一環
で「放課後児童クラブ」に参加して、子ども世界におとなが出入りする意義は、上質でダ
イナミックな遊びと学びが渾然一体と融合し、両者が相互に育ち合い、学び合える機会の
保障にあると確信した。
②今後の「放課後子ども教室」へ寄せる期待
社会全体で子どもや親や地域のおとなの育ちを支援する取り組みの事例として、2008で
第6回目を迎えた「はが路100ｋｍ徒歩の旅」を紹介したい。これは、（社）真岡青年会議
所（栃木県）が支援して実行委員会を設立して行う事業である。今回も県、芳賀地区教育
委員会、学校、警察、公的施設、大学や各種団体、会社の協力を得て、106名の子ども達
（小4・5・6年生）が5日間（8／5～9）、約100名弱のボランティアや実行委員らのスタッフ
に支えられて、芳賀郡内1市5町の100ｋｍ徒歩の旅に挑戦した。
主催者からのメッセージには、「現代社会において、自分の子どもが将来どのようにし
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て自立した実社会を生き抜いていくのか、親自身の生き方を通して子どもに伝えたい」と
いう一念で、子ども達に「自信をもって、自立して、チャレンジ精神を発揮して、夢を持
ってほしいという期待」から「はが路100ｋｍ徒歩の旅」が誕生した、と記されている
（事業報告書第5回 「はが路100ｋｍ徒歩の旅」2007）。児童には、100ｋｍの道程を歩き通
すという実体験を通して、忍耐力、協調性、創造力、積極性、問題解決能力、優しさ、た
くましさなどの「生きる力」を身に付けてもらいたいという願いが込められている。
灼熱の5日間三度笠をかぶり、過酷な徒歩の道中、泣き出す子、座り込んでしまう子等、
隊列はばらばらであったが、仲間同士助け合い、真剣に寄り添うボランティアの励ましや
沿道で地域の人たちの温かい声援で、子どもたちは日増しにたくましく成長し、痛い足を
引きずりながらゴールした。この壮大な挑戦を可能にするために、地域のおとな達やボラ
ンティア達が準備に4ヶ月を費やし、5日間真剣に全力で子ども達の身体と魂に寄り添い続
けたかを、当の子ども達自身が、そして無事を祈りゴールで待つ親達が全身全霊で体感し
ていたと思われる。おとなが子どもと真剣勝負をしてこそ、子どもの内面に深く影響を及
ぼせることを証左した事例である（加藤、2008a）。
今後の「放課後子ども教室」の促進についてであるが、これまで3年間中高年のおとな
たちが「地域子ども教室」に尽力したそのパワーに一層磨きをかけると共に、校長、教頭、
学校ボランティアらと連携し、「放課後児童クラブ」の活動と協働しつつ、子どもの安
全・安心な遊び・学びの場を学校の中で確保することに貢献してほしい。子どもたちが自
然に飛び込み、遊び惚け、農業・自然体験などを通して地域資源にふれ、自然と共生する
喜びは貴重である。
子どもは地域のおとなたちと交流することで、未知なる体験活動の喜びに浸り、同時に
親や教師とは異なる人格、感性、知性、社会性そして道徳性にふれ、社会人としての行動
規範や相互信頼の絆を結ぶ好機となる。「子ども」「地域の親・おとな」「教師」のトライ
アングルを構成するネットワークが構築されることの意義は大きい。多発している子ども
の問題行動は、親・おとなたちの蓄積してきた負の遺産として受け止めなければならない
が、一方でその重荷を軽減する努力の一端が、農村社会に今日もなお正の遺産として残さ
れている自然と社会関係資本を再認識すべきである。
まとめと展望
本論では、今日の家庭・学校・地域の教育力低下による児童・青少年の問題行動の背景
にある問題点の摘出・分析に、多くの紙面を費やした。子どもたちによる反社会的行動や
非社会的行動、あるいは自己中心の欲求に従い、相手の立場になって思いやりを持てず、
コミュニケーション能力に欠ける態度などは、身近な親・教師・おとなたちをモデルとし
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て獲得した行動パターンが原因であり、それらはおとな社会が営々と築き上げた負の遺産
の成せる仕業であることを明示した。立ち直るべきは子どものみならず、親・教師・おと
なたちである。子どもたちの無力で、壊れやすく、常に誰かに寄り添って欲しい、理解し
て欲しいという願いに、おとなは真剣に向き合い両手を広げて抱きかかえ、遊び、しつけ、
学び合うことである。そうすることで、親や教師やおとなたち自身も癒され成熟するので
はないだろうか。その突破口として、子どもの健全育成に資する「放課後子ども教室」事
業のあり方を検討し、学校の教師や地域のおとなの関わりを地域の担い手（SC）の概念
を導入して論述した。
ところで本論では、「放課後子どもプラン」の中の「放課後子ども教室」に特化して、
「地域子ども教室」で培った地域の親やおとなたちの子どもとの触れ合いに関するプログ
ラム・技能・仲間づくりなどを、学校現場を利活用し教師を巻き込んだ新事業である「放
課後子ども教室」にどのように生かしたらよいかを提案した。したがって「放課後子ども
教室」と「放課後児童クラブ」の棲み分けは明示したが、それらの学校内における並存・
融合についは紙数の関係上十分触れることができなかったので次の機会に委ねたい。全国
的にも「放課後児童クラブ」は大規模な児童クラブが増加傾向にあり、厚生労働省も保育
の質の低下を危惧して、2010年度には71人以上のクラブには補助を打ち切る方針である。
40人程度が望ましいと国及び県の運営手引きで示しているが、栃木県内で70人以上が44ヶ
所、この内100人以上が15ヶ所もあり、指導員の目が届かず、異年齢集団の利点などが生
かされない現状である。厚生労働省は分割を推奨するが、県や市町からすると場所の確保
や指導員の増加などの財政負担が大きくなるため、しわ寄せは高学年の児童の受け入れを
制限するなどに影響がでるのではないかと危惧される。現代社会の核家族化や働く親の急
増化にあって、子どもの健全育成の観点からすると、国・県・市町行政の財政出費の努力
は不可欠であることを指摘しておきたい。加えてワークライフ・バランスの視点から、子
育て真最中の家族の暮らしの創造についても、親や職場の意識啓発及び地域の子育て支援
体制づくりにも腐心が肝要である。
子どもの健全育成の視点から、「放課後子ども教室」と「放課後児童クラブ」の在り方
については、棲み分けと並存・融合について考慮する際に、地域資源やSCの利活用を促
進しつつ、新たに学校内外の拠点形成（児童館・図書館・集会所・高齢者福祉施設など）
を視野に入れて構築する必要性があると思われるので、筆者の今後の課題として認識して
おきたい。
（註）
（註１）放課後児童クラブ（学童保育）
概ね1950年代、共働きやひとり親の有志による共同運営が始まりで、1997年児童福祉法改正で放課
後児童健全育成事業として制度化された。国・都道府県・市町村などが運営費を分担し、実施主体
は自治体や社会福祉法人などである。栃木県学童保育連絡協議会の県内31市町の調査結果（2008年5
月）では、児童クラブ数は前年より44増加して399ヶ所、入所児童数は約17,000人、全小学校区への
設置率は98.3％で全国3位。2005年国勢調査で県内の共働き世帯数は50％に及ぶことから、今後さら
に児童クラブへのニーズ増大が予想される（下野新聞2008）。
（註２）SC（Social Capital）
SCは直訳すると社会資本あるいは社会的資源である。コミュニティ再生に照準を合わせて使用する
際には、訳語を用いずこのまま使用されることが多い（ロバート・D・パットナム著　坂本治也・山
内富美訳「第2章　ひとりでボウリングをする～アメリカにおけるソーシャル・キャピタルの減退～」、
宮川公男・大守隆編、2007、参考）。
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